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この度、中外炉工業株式会社（本社：大阪市、社長：阪田 守）の新製品が一般社団法人環境

共創イニシアチブ（略称：SII）の執行する補助金事業「令和 7 年度補正予算 省エネ・非化石転

換補助金（工場・事業場型）」の補助対象となる先進設備・システムに採択されましたので、継続

採択された製品とあわせてお知らせいたします。 

 

 

【今年度新たに採択された先進設備・システム】 

 

■火炎長可変高効率リジェネ加熱炉 

https://chugai.co.jp/products/plant-walkingbeam/ 

https://chugai.co.jp/products/rcb%e5%9e%8b%e4%bd%8enox%e3%83%aa%e3%82%b8%e3%82%a7%e3%83%8d%e3%83%ac%e3%83%bc%e3%83%86%e3%82%a3%e3%83%96%e3%83%90%e3%83%bc%e3%83%8a/ 

※今回新製品の詳細につきましては、担当営業より個別にご紹介させていただいております 

 

■EBC3® (Easy & Eco Burner Control System Cube）搭載バーナ燃焼システム 

https://chugai.co.jp/products/burner-ebc3/ 

 

 

【継続採択された先進設備・システム】 

 

■量産型真空浸炭炉 ハイファルコン® 

https://chugai.co.jp/products/hi-falcon/ 

※「令和 7 年度補正予算 省エネ・非化石転換補助金（設備単位型）」の 

「(Ⅲ)・ＧＸ(Ⅲ)型 その他 SII が認めた高性能な設備」でも採択されています 

 

■小ロット型真空浸炭設備 コンパクトファルコン® 

https://chugai.co.jp/pro_01_parts_11/ 

※「令和 7 年度補正予算 省エネ・非化石転換補助金（設備単位型）」の 

「(Ⅲ)・ＧＸ(Ⅲ)型 その他 SII が認めた高性能な設備」でも採択されています 

 

■雰囲気再生装置 

https://chugai.co.jp/products/atmosphere-regeneration/ 

 

■拡散燃焼式酸素バーナ搭載タンディッシュ予熱装置 

https://chugai.co.jp/products/burner-oxygen-tundish/ 

※「令和 7 年度補正予算 省エネ・非化石転換補助金（設備単位型）」の 

「(Ⅲ)・ＧＸ(Ⅲ)型 その他 SII が認めた高性能な設備」でも採択されています 

 

 

当社製品が「省エネ・非化石転換補助金（工場・事業場型）」事業の 

先進設備・システムに採択されました 
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詳細につきましては、以下各ページをご参照願います。 

 

【令和 7 年度補正予算 省エネ・非化石転換補助金（工場・事業場型）ページ】 

 

■公募情報 

https://sii.or.jp/koujou07r/overview.html 

 

■先進設備・システムの採択結果について 

https://sii.or.jp/koujou07r/decision.html 

 

補助金申請の対象となる事業期間は、交付決定日から 2027 年 1 月 31 日までです。 

※複数年度事業は、交付決定日から最終年度の 1 月末（最長 2030 年 1 月 31 日）まで 

 

 

【令和 7 年度補正予算 省エネ・非化石転換補助金（設備単位型）ページ】 

 

■公募情報 

https://sii.or.jp/setsubi07r/overview.html 

 

■「GX 要件を満たしたメーカー」一覧 

https://sii.or.jp/setsubi07r/uploads/r7h_gx_ichiran.pdf 

 

■「その他ＳＩＩが認めた高性能な設備」一覧 

https://sii.or.jp/setsubi07r/uploads/kouseinou_setsubi.pdf 

 

補助金申請の対象となる事業期間は、交付決定日から 2027 年 1 月 31 日までです。 

※複数年度事業は、交付決定日から最終年度の 1 月末（最長 2028 年 1 月 31 日）まで 

 

 

今後も当社は経営理念を通じて、社外各団体からも普及を後押ししていただけるような社会的に

も付加価値の高い製品づくりに取り組んでまいります。 

 

以 上 


